
 

 

 

 

第１回 郡山市中小企業及び小規模企業振興会議 
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※参考資料等ございましたら、添付ください。 

＜送付先＞ いずれでも結構です 

○郵送 〒963-8601 郡山市朝日一丁目 23番７号  郡山市産業政策課あて 

○ファックス ０２４-９２５-４２２５（電話：024-924-2251） 

○メール yaginuma-junit-a@city.koriyama.lg.jp 

委員名： 金内 正（キャリア支援機構）  

『意見・提案・疑問点等の内容』 

・（企業の人材不足や学生等の就職支援）について 

 

・中小企業の人材不足がどれくらい深刻なものか、実態を正しく把握する必要があ

るのでは？ 

・中小企業の「人材確保支援」を郡山市が実施しなくとも、「福島労働局」や「福

島県」などが『郡山を会場』として開催することが多いため、企業も郡山市民も

『産業人材の確保』が社会的課題（深刻な）である実態があまりないかもしれな

いが、もっと表面化してからでは手遅れでしょう。 

郡山市の「人材育成」や「就職支援」の予算額で比較しても、他の市や他県の主

要市と比較しても話にならない程の位置付けの様に思います。 

・首都圏等の若い人材が UIJ ターンで郡山市に移住・定住したくなる“仕組み作り”

などが必要に思います。 



現状と施策情報の提供について

菊地富二夫
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※参考資料等ございましたら、添付ください。 

＜送付先＞ いずれでも結構です 

○郵送 〒963-8601 郡山市朝日一丁目 23番７号  郡山市産業政策課あて 

○ファックス ０２４-９２５-４２２５（電話：024-924-2251） 

○メール yaginuma-junit-a@city.koriyama.lg.jp 

委員名：胡摩ヶ野 洋            

『意見・提案・疑問点等の内容』 

★三菱商事復興支援財団において約 50 社の被災中小企業事業者に対し投融資を行

い支援を行っている。内訳は、岩手県 15社、宮城県 25社、福島県 11社、業種は

様々だが、各事業所とも従業員数は 50 名以下のところが多い。 

 

★被災企業ということで各地域とも地銀や信用金庫等が復興支援という名目でス

タート資金や、震災からの復旧資金を受けやすい環境が過去5年間ほど続いていた。 

 

★震災後 6年が経過し、融資の返済が始まりかけている企業も多くキャッシュが回

らない企業が散見され始めている。 

特に、金融機関（特に地銀）は、融資担当のローテーションが早く、復興支援のた

めに行ったはずの融資が、通常融資と同じような枠組みで回収局面を迎えていると

ころが多い。 

 

★財団という制約もあり、追加の融資を行うことはやっていないがファンクション

の一つとして事業者と金融機関の間に入り、うまくコミュニケーションが行えるよ

うな役回りを担うことも使命であり、こうした機能は当初考えていたよりも各事業

者から感謝されている。 

 

★復興支援に絡んだ国、自治体の各種支援制度があってもそれを活かしきれていな

い事業者は多い。申請書一つをとってみても、こうしたペーパーワークをサポート

することも事業者から感謝されることが多い。（定期事業者訪問から事業者が直面

している課題、各種制度への橋渡しに繋がったケースも多い） 

 

★中小企業の育成は各自治体での喫緊の課題でもあり、郡山市も各種支援制度を設

けておられると推察しますが、せっかくの制度へのアクセスを容易にする相談窓口

（可能であればワンストップサービスが望ましい←たらい回しにならない）等、敷

居を低くすることで、既存のインフラを活かすことが可能なので、そうした中小企

業側に立った制度設計ををご検討頂ければ幸いです。 
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氏名：高橋昭二 

「意見等」 

 

 

１．小規模企業を取り巻く環境（郡山地区１２商工会） 

  （１）経営者と従業員の高齢化 

  （２）後継者不在 

  （３）人材不足 

  （４）設備等の老朽化 

  （５）売上減少≒商圏内人口の増減と購買行動の変化と定着 

     ①人口増加地区＝大型店やコンビニとの競争激化 

     ②人口減少地区＝商圏内人口の減少 

      ⇓ 

     その結果⇒廃業へ 

 

 

２．課題 

  （１）後継者の育成 

  （２）個社支援の強化（企業存続の前提である利益確保） 

  （３）地域維持（地域経営） 

 

 

３．必要な施策等 

  （１）創業支援 

  （２）事業承継支援 

  （３）商店や町工場等の経営支援強化（経営計画の策定と実行支援） 

  （４）空き店舗、工場等の利活用等（地域の生活者支援拠点化） 

 





Yaginuma-junit-a@city.koriyama.lg.jp FAX925-4225 郡山市産業政策課 御中 
201.08.07 

郡⼭市中⼩企業及び⼩規模企業振興会議意⾒シート 
委員名：栁沼 正晃 

意⾒・提案・疑問等の内容 
 中小企業等を取り巻く 
（１）現 況 
   －１：今後 3 年間の⾒通しに不安を抱えている企業が８０％超。 
      （①売り上げの減少②⼈⼿不⾜③⼈⼝減少が上位３項目） 
   －２：事業承継問題。特に、後継者の不在に悩む企業７０％超。 
（２）課 題 
   －１：売上等の改善 
      ・販路開拓、新商品・サービス等の開発促進 
   －２：生産性の向上 
      ・IT ツールを活⽤した経理・商品在庫などバックオフィスの改善 
   －３：中⼩企業等の事業所数の減少は郡⼭市の社会基盤を毀損 
      ・市⺠・固定資産税等税収の減収につながり衰退 
（３）提 案 
   －１：がんばる企業・個店等応援事業補助⾦等の創設 
      ・販路開拓・売り上げ拡⼤につながる事業への補助・助成 
       （新商品開発、展示会商談会等への出展、ネットショップ開設 
        IT 機器やクラウドサービスの導入補助など） 
   －２:循環型経済の推進 
      ・地域の原材料や⾷材をもとにした⽣産品や地域の労働⼒を使った 
       サービス等を、地域で提供し地域で消費するという考え方 
      ・再⽣可能エネルギーを核にした・ソーシャルビジネスの展開 
        市⺠が事業者で市⺠が消費者による、循環型経済の実践。 
        （定常成⻑下における先駆的モデルケースとして、国から特区など 
         優遇措置を得て研究。持続的に発展可能な街づくりを図る） 
   －３：人づくりの推進 
      ・ビジネス⼤学院⼤学の設置（国内外から誘致） 
        郡山でグローバルスケールを学び、郡山で活躍できる⼈材の育成と 
        環境の整備を推進 
 






